様式第１号（第７条関係）令和3年災災害復旧工事一括事前審査用(令和4年度発注分)
競争参加資格確認申請書
令和　　年　　月　　日
　　雲　南　市　長　　様
住所又は所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　下記の工事又は業務について、事後審査型条件付一般競争入札の競争参加資格の確認を雲南市建設工事等事後審査型条件付一般競争入札実施要領第７条の規定により申請します。
	工事又は業務名
	令和3年災　災害復旧事業
　□土木一式工事
　□水道施設工事
　□とび・土工・コンクリート工事（法面処理工事）

	施工又は履行場所
	雲南市内

	許可番号又は登録番号
	

	有資格業種等又は
登録事業名
	

	経営事項審査基準日
又は登録年月日
	令和　　年　　月　　日

	添付書類
	□　実績調書（様式第２号）
□　配置予定技術者調書（様式第３号）
□　業態調書（様式第４号）
□　その他施工又は履行能力に関する事項（様式任意）

	担当者
	氏名
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ


	受付印
	注　意　事　項

	
	１）申請書を受付けた後、窓口でこの用紙の写しを交付しますので、受け取って保管ください。
２）前号の写しは、市が申請を受付けたことを証するものであって、入札参加資格が充足されていることを確認したものではありません。
３）入札参加資格の審査は入札終了後に行います。


様式第２号（第７条関係）令和3年災災害復旧工事一括事前審査用(令和4年度発注分)
実 績 調 書
	商号又は名称
	

	工事種別
	

	工事又は業務名
	

	施工又は履行場所
	

	発注機関名
	

	工期又は履行期間
	年　　　月　　　日　から
　　　　　年　　　月　　　日　まで

	契約金額
	円

	受注形態
	□　単　独　　　□　共同企業体（出資比率　　％）

	工事又は業務成績
	点

	概　　　要

	項　目
	形式・数量等
	項　目
	形式・数量等

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注意　１）カルテ又は契約書及び成績評定通知書の写しを添付すること。
２）評定点が６５点未満のものは実績として認めない。
３）実績が複数ある場合は、それぞれ別葉とすること。
４）公告において実績を問わない場合は、本様式の提出は不要とする。
５）複数の工事種別を申請する場合は、工事種別ごとに提出すること。

様式第３号（第７条関係）令和3年災災害復旧工事一括事前審査用(令和4年度発注分)
配置予定技術者調書
	商号又は名称
	

	ふりがな
氏　名
	

	生年月日
	年　　　月　　　日

	資　格
	　　　　　　　　　　　　　（番号　　　　　　　　　　　）

	工事のみ
	監理技術者資格
	第　　　　　　　　　　　号（有効期限　　　年　　　月　　　日）

	
	従事中の工事
	□　有（完成期限　　　　　　年　　　月　　　日）
□　無

	
	雇用状況
	□申請日前３ヶ月以上の雇用関係がある
□営業所の専任技術者ではない
□建築士事務所の管理建築士ではない

	配置予定技術者の実績
（公告において実績を問わない場合は不要）

	工事種別
	

	工事又は業務名
	

	発注機関名
	

	工期又は履行期間
	

	概　要
	項　目
	形式・数量等
	項　目
	形式・数量等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注意　１）工事にあっては、技術者資格登録証明書及び監理技術者資格者証（監理技術者配置の場合のみ）の写し及び公告で求める資料等を添付すること。
　　　２）申請日前３ヶ月以上の直接的雇用関係があることを証明する書類（健康保険証）写しを添付すること。
　　　３）複数の工事種別において工事実績がある場合は、工事種別以下の項目を追加して、記載すること。

様式第４号（第７条関係）令和3年災災害復旧工事一括事前審査用(令和4年度発注分)
業　態　調　書
令和　　年　　月　　日
住所又は所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
１　資本関係に関する事項
　（１）会社法第２条第４号の親会社
	商号又は名称
	許可番号又は登録番号

	
	

	
	


（２）会社法第２条第３号の子会社
	商号又は名称
	許可番号又は登録番号

	
	

	
	


（３）会社法第２条第４号の親会社を同一とする子会社の関係を有する会社
	商号又は名称
	許可番号又は登録番号

	
	

	
	


２　役員等の兼任に関する事項
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏　名
	商号又は名称
	許可番号又は登録番号
	役職

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注意　１）記入欄が足りない場合には、適宜記入欄を追加して用いること
　　　２）「許可番号又は登録番号」の欄には、当該他社の許可番号が分からない場合には、当該他社の主たる営業所の住所を記入すること。
　　　３）「役員等」としては、代表取締役、取締役（社外取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）並びに会社更生又は民事再生の手続中である会社の管財人を記入すること。なお、監査役及び執行役員は、「役員等」に該当しない。
※対象工事種別にㇾを付ける








